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◎：座長 ○副座長

◆第１回（平成29年4月24日） 地域医療に求められる専門医制

度の在り方について

◆第２回（平成29年5月25日） 新たな専門医の仕組みにおける

各学会の取り組みについて

◆第３回（平成29年6月12日） 新たな専門医の仕組みにおける

各学会の取組みについて

◆第４回（平成29年8月9日） これまでの議論を踏まえた日本

専門医機構・各学会の対応

◆第５回（平成29年10月20日） 卒前・卒後の一貫した医師養成

の在り方について

◆第６回（平成30年1月29日） 地域医療に求められる専門医制

度の在り方について

随時開催

構成員

検討のスケジュール

（１） 地域医療に求められる専門医制度の在り方
（２） 卒前・卒後の一貫した医師養成の在り方
（３） 医師養成の制度における地域医療への配慮

本検討会の検討事項

今後の医師養成の在り方と地域医療に関する検討会

◆ 現在、医学教育モデル・コア・カリキュラムが改訂され、卒前段階の臨床実習を一層充実することが予定されている。

◆ また、平成16年度の臨床研修必修化が地域医療に大きな影響を与えたと指摘される一方で、専門研修についても医師偏在の懸念が地
域医療関係者より示され、研修開始が１年延期され、現在、平成30年度の研修開始に向けて、標準的な医療を行う専門医の研修方法が日
本専門医機構において検討されている。

◆ これらの新しい研修制度において、卒前・卒後の一貫した医師養成や、地域の医師確保など地域医療に十分配慮される仕組みとすること
が重要である。

◆ こうした観点から、今後の医師養成の在り方と地域医療について検討するため、本検討会を開催する。

（※五十音順）（計１８名）

荒井 正吾 奈良県知事
新井 一 一般社団法人全国医学部長病院長会議会長
今村 聡 公益社団法人日本医師会副会長
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山口 育子 認定NPO法人ささえあい医療人権センターCOML理事長
吉村 博邦 一般社団日本専門医機構理事長
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○平成12年の医師法改正（臨床研修必修化）以降の、大学に
よる医学教育改革の自主的な取組

・ 平成13年：「医学教育モデル・コア・カリキュラム」策定
・ 平成17年：診療参加型臨床実習開始前に備えるべき知識と、

技能・態度を評価する「共用試験」を正式実施（CATO）
（合格者には認定証（student doctor）を発行（AJMC））

・ 平成26年：診療参加型臨床実習のための医学生の「医行為」
の水準策定（AJMC)

○進行中の更なる取組

・ ～平成32年：臨床実習後の技能・態度を評
価する「Post CC OSCE」の正式実施に向けて
全大学でのトライアル実施（CATO）

・ ～平成35年：「国際水準の医学教育の認証」
を目指した組織（JACME）による全大学の
受審
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医師養成のための卒前・卒後教育の流れ



専門教育準備教育

臨床前医学教育
診療参加型
臨床実習
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臨床研修修了後
の研修等 ・・

法に基づく
臨床研修

基本的な診療能力を
身に付けるため、
外科、産婦人科、小児
科、精神科を必修化

総合的な診療能力を持つ医師のシームレスな養成
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法に基づく
臨床研修

医学部（６年間） 大学病院 臨床研修病院

専門教育 臨床研修修了後
の研修等 ・・

準備教育

臨床前医学教育 診療参加型臨床実習

これまで

改革案

ＣＢＴ：位置付け不明確

臨床実習：医学生が何
をどこまでやるか不明確

必修は内科、救急、
地域医療のみ

臨床実習の充実、臨床研修
での外科等の必修化を通じ、
基本的な診療能力の修得
が早期に可能

出題傾向と
して「臨床実

地問題」により
重点をおく

「Post CC
OSCE」の
正式実施

２９才（５年）

基本的な診療能力の
修得が遅れる

初期臨床研修（２年間）

医学生が行うことができる医行
為を整理し、臨床実習の充実
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検討を行う場 近年の動き
改革年度
（予定）

①医学生が行う医行為の
整理 厚生労働省

（研究班 等）

H28年度 モデル・コア・カリキュラム
改訂

H29年度 「医学部の臨床実習にお
いて実施可能な医行為の
研究」実施

H30年度

②医学生の共用試験（ＣＢ
Ｔ）の位置づけの整理

③「Post CC OSCE」の正式実
施

公益社団法人「医療系大
学間共用試験実施評価機
構」（CATO）

H29年度 ２３大学でトライアル
H30年度 ４０大学でトライアル
H31年度 全国の大学でトライアル

H32年度

④医師国家試験における
「臨床実地問題」の重点化

医道審議会医師分科会
「国家試験改善検討部会」

「国家試験出題基準改定
部会」
（厚生労働省）

H26年度 国家試験改善検討部会
報告書

H29年度 医道審議会医師分科会
（医師国家試験方針決定）

H29年度

⑤臨床研修制度の必修の
見直し

医道審議会医師分科会
「医師臨床研修部会」
（厚生労働省）

H27年度 制度見直し
H29年度 医師臨床研修部会報告書

（予定）
H32年度

医師の卒前・卒後教育に関する改革の時期（案）

卒
前

卒
後

○ 卒前・卒後教育に関する改革については、以下の時期に行う方向で検討を進めている。



診療参加型臨床実習開始前の「共用試験」について
実施主体：公益社団法人医療系大学間共用試験実施評価機構（CATO）（髙久史麿理事長）

◆ＯＳＣＥ（Objective Structured Clinical Examination）◆ＣＢＴ（Computer Based Testing）

試験ブロックの構成（各ブロック60分、１～４ブロック=各60設問、ブロッ
ク５・６=各40設問、ブロック内ランダム出題 ）

ブロック１～４＝五選択肢択一問題
ブロック５＝多選択肢択一問題（症候と鑑別診断、疾患の病態生理）
ブロック６＝順次解答４連問五選択肢択一問題（臨床推論能力をみる

症例問題：1症例4連問：10症例出題）
原則：医療面接→身体診察→検査→病態生理（後戻り不可）

IRT（項目反応理論）を用いた難易度調整、成績評価を実施

ＣＢＴ実施例機構派遣モニター
シミュレーター
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OSCE実施例

臨床実習に際して、医師・歯科医師として資格のない学生が患者に接して医行為を行いうる不可欠な要件（医師法・歯科医師法の違法性の
阻却要件）の一つとして、事前に学生の能力と適性を評価し、質を保証しなければならない。このため、全国の医学部・歯学部が共通で利用
できる標準評価システム（共用試験システム）を2007年から正式運用開始。共用試験システムは、文部科学省が策定するモデル・コア・カリ
キュラムに基づいて、

○知識の総合的理解・問題解決能力、臨床推論等の評価についてはコンピュータを用いたCBT(Computer Based Testing)
○基本的診療技能・態度についてはOSCE(Objective Structured Clinical Examination:客観的臨床能力試験）

で実施される。

模
擬
患
者
（
Ｓ
Ｐ
）

医療面接 １０分

頭頸部 ５分

胸部・バイタル ５分

腹部 ５分

神経 ５分

基本手技・救急 ５分

四肢と脊柱 ５分

○追加ステーション
　　（実施大学の任意選択）

○基本６ステーション

※Ｐｏｓｔ ＣＣ ＯＳＣＥ：臨床実習後のＯＳＣＥ

共用試験ＣＢＴ、ＯＳＣＥ、Ｐｏｓｔ ＣＣ ＯＳＣＥについて２ ３



背景

医道審議会医師分科会の審議結果

○ 上記の報告書を踏まえ、平成29年4月の医道審議会医師分科会における審議を経て、第112回（平成30年）医師国家試験は
以下の変更を行う。

＜出題数について＞
・ 出題数は、500題から400題に減じる。（「医学総論」および「医学各論」から「一般問題」として100題減じる。「必修問題」および

「臨床実地問題」の出題数は現状維持とする。）

＜試験日数について＞
・ 出題数の減少に伴い、試験日数は3日間から2日間に変更する。
＜配点について＞
・ 必修問題以外の一般問題と臨床実地問題は、ともに1問1点で採点を行う。
＜合格基準について＞

・ 必修問題以外の一般問題と臨床実地問題は、これまで各々で合格基準を設定していたものを、一般問題と臨床実地問題の得
点の合計について合格基準を設定する。

○ 平成26年度医師国家試験改善検討部会報告書において、第112回（平成30年）より、これまでの医師国家試験の「医学総論」
および「医学各論」から「一般問題」として100題程度減らすことが可能であるとされた。

＜理由＞
① 共用試験CBT※の出題内容と医師国家試験の出題内容に重複がある
② 平成27年度より、全ての医学部において、共用試験CBT※の合格基準が統一化

総出題数
500題→400題

一般問題 臨床実地問題

必修問題 50題 50題

医学総論
200題→100題 200題

医学各論

※：医療系大学間共用試験実施評価機構により臨床実習開始前に実施されている共用試験のうち、コンピュータを活用した知識の評価（Computer Based Testing）のこと。

第112回（平成30年）医師国家試験における変更点について４



H16年度～H21年度（７科目必修）

H22年度～H31年度（3科目必修）

２年目

内科
６月

外科
３月

救急
３月
(含麻酔科)

選択科目
８月

地
域
保
健
・
医
療

精
神
科

産
婦
人
科

小
児
科

１年目

選択科目
約１２月程度
（選択必修の研修期間等による）

地
域
医
療
１
月

内科
６月

救急
３月

外科
麻酔科
小児科
産婦人科
精神科

１年目 ２年目

H32年度～（７科目必修）（案）

２年目

各１月

選択必修

内科
２４週

外
科

4
週

救急
12週
<4週まで
麻酔科可>

選択科目
４８週

地
域
医
療
4
週

精
神
科

4
週

産
婦
人
科
4
週

小
児
科

4
週

１年目

２
科
目

臨
床
研
修
病
院

※外科、小児科、産婦人科、精神科、地域医療は８週以上が望ましい

必修

※一般外来 ４週以上を含む（8週以上が望ましい）

必修診療科の見直し（イメージ例）（平成３２年度）（案）５



医学生が行う医行為の整理



概要

望ましい
臨床実習

報告書の
考え方

出典：厚生省健康政策局 臨床実習検討委員会「臨床実習検討委員会最終報告」(平成3年5月13日)

○医学教育改善の一貫として、臨床教育を充実することの必要性が指摘。
○実習内容は主として医療の「見学」と一部の「介助」にとどまっている。
○そのため、特に、診察、検査、治療といった医行為がかかわる実習の在り方について検討。
○一定の条件下で医学生に許容される基本的な医行為について例示。

患者との接触を通じて患者に対する責任感および、医師としての態度や価値観を
中心に学習し、幅広い臨床経験と技能の向上をはかり、期待される医師としての基
板を形成

○具体的には、以下の条件の下に医行為を行うこととされた。
①侵襲度のそれほど高くない一定のものに限られること

②医学部教育の一環として一定の要件を満たす指導医によるきめ細かな指導・監督の下に
行われること

③臨床実習を行わせるに当たって事前に医学生の評価を行うこと
④患者等の同意を得て実施すること

医学生が行う医行為の整理1

平成３年度 臨床実習検討委員会最終報告（いわゆる前川レポート）



医学生の臨床実習において、一定条件下で許容される基本的医行為の例示①(平成3年5月13日)

水準I
指導医の指導・監視のもとに実施が許容されるもの

水準II
状況によって指導医の指導・監視のも

とに実施が許容されるもの

水準III
原則として指導医の実施の介助ま

たは見学にとどめるもの

１．診 察 ・全身の視診、打診、聴診
・簡単な器具 （聴診器、 打鍵器、血圧計 な
ど）を用いる全身の診察
・直腸診
・耳鏡、鼻鏡、検眼鏡による診察
・内診
・産科的診察

２．検 査 （生理学的検査）
・心電図、心音図、心機図
・脳波
・呼吸機能（肺活量等）
・聴力、平衡、味覚、嗅覚
・視野、視力

・筋電図

・眼球に直接触れる検査

（消化管検査）
・直腸鏡、肛門鏡

・食道、胃、大腸、気管、気
管支などの内視鏡検査

（画像診断）
・超音波
・MRI（介助）

（放射線学的検査）
・単純X 線撮影（介助）
・RI（介助）

・胃腸管透視 ・気管支造影など造影剤注
入による検査

出典：厚生省健康政策局 臨床実習検討委員会「臨床実習検討委員会最終報告」(平成3年5月13日)

医学生が行う医行為の整理1



水準I
指導医の指導・監視のもとに実施が許容されるもの

水準II
状況によって指導医の指導・監視のも

とに実施が許容されるもの

水準III
原則として指導医の実施の介助ま

たは見学にとどめるもの

２．検 査
（続く）

（採血）
・耳朶・指先など毛細血管、静脈（末梢） ・動脈（末梢） ・小児からの採血

（穿刺）
・嚢胞（体表）、膿瘍（体表） ・胸、腹腔、骨髄 ・腰椎、バイオプシー

（産婦人科）
・膣内容採取
・コルポスコピー

・子宮内操作

（その他）
・アレルギー検査（貼付）
・発達テスト

・知能テスト、心理テスト

３．治 療 （看護的業務）
・体位交換、おむつ交換、移送

（処置）
・皮膚消毒、包帯交換
・外用薬貼布・塗布
・気道内吸引、ネブライザー
・導尿、浣腸
・ギプス巻

・創傷処置
・胃管挿入

（注射） ・皮内、皮下、筋肉
・静脈（末梢）

・静脈（中心）、動脈
・全身麻酔、局所麻酔
・輸血

出典：厚生省健康政策局 臨床実習検討委員会「臨床実習検討委員会最終報告」(平成3年5月13日)

医学生の臨床実習において、一定条件下で許容される基本的医行為の例示②(平成3年5月13日)

医学生が行う医行為の整理1



水準I
指導医の指導・監視のもとに実施が許容されるもの

水準II
状況によって指導医の指導・監視の

もとに実施が許容されるもの

水準III
原則として指導医の実施の介助また

は見学にとどめるもの

３．治 療 （外科的処置）
・抜糸・止血
・手術助手

・膿瘍切開、排膿
・縫合

・各種穿刺による排液

（その他）
・作業療法（介助） ・鼡径ヘルニア用手還納 ・分娩介助

・精神療法
・眼球に直接触れる治療

４．救 急 ・バイタルサインチェック
・気道確保（エアウェイによる）、
人工呼吸、酸素投与

・気管内挿管
・心マッサージ
・電気的除細動

５．その他 ・カルテ記載

（症状経過のみ学生のサインとともに書き
入れ、主治医のサインを受ける）
・健康教育 （一般的内容に限る）

・患者への病状説明 ・家族への病状説明

出典：厚生省健康政策局 臨床実習検討委員会「臨床実習検討委員会最終報告」(平成3年5月13日)

医学生の臨床実習において、一定条件下で許容される基本的医行為の例示③(平成3年5月13日)

医学生が行う医行為の整理1



○医師としての最低限必要な診療技術を習得するためには、医学部５年及び６年時において行う卒前実習（臨床実習）
において、適切な指導医の下、診療に関する実務を経験する必要がある。

○診療に関する実務のうち、人に危害をおよぼす恐れのある行為は「医行為」と呼ばれ、臨床実習において、医学生が
実施することができる医行為の例示は、平成３年に取りまとめられた「臨床実習検討委員会最終報告」（いわゆる
「前川レポート」）において学術的見地から明らかにされているところである。

○一方、前川レポート策定後26年が経過した現在、医術の進歩や医学教育を取り巻く環境変化に対応するため、臨床実
習において医学生が医師の指導の下実施できる医行為を再度明確化する必要がある。これにより、臨床実習が充実す
ると考えられ、現在行われている卒後臨床研修について、さらに質を高める。

主任研究者：門田守人 （日本医学会連合会長）
研究協力者：鈴木康之 （日本医学教育学会 理事長）
江頭正人 (日本内科学会 東京大学医学教育学会)
小寺泰弘 （日本外科学会 名古屋大学消化器外科）
釜萢敏 （日本医師会）

医学部の臨床実習において実施可能な医行為の研究

研究概要

全国の大学医学部の臨床実
習において、各大学医学部
の臨床実習において実施さ
れている医行為を調査し、
医学教育における実態を調
査・解析を行う。

臨床実習の実態調査 臨床実習における医行為の類型化
医学部学生が行うことが
できる医行為の明確化

調査によって得られた医行為の内容を分類する。
例)①指導医の指導・監視のもとに実施すべきもの
②指導医の指導・監視のもとに実施が望ましい
もの

③原則として指導医の実施の介助または見学に
とどめるもの

分類を踏まえた上で、医学部学
生が行うことができる医行為の
範囲を整理し明確化する。

稲垣 暢也 （京都大学 糖尿病・内分泌・栄養内科教授）
奈良信雄 （順天堂大学 医学教育学）
福井次矢 （聖路加国際病院 院長）
佐伯 仁志 (東京大学 刑法学教授)
オブザーバー：厚生労働省、文部科学省

メンバー

平成29年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業、研究代表者：門田守人（日本医学会連合会長））



今後の予定（案）

全国の大学医学部の臨床実
習において、各大学医学部
の臨床実習において実施さ
れている医行為を調査し、
医学教育における実態を調
査・解析を行う。

臨床実習の実態調査 臨床実習における医行為の類型化 医学部学生が行うことが
できる医行為の明確化

調査によって得られた医行為の内容を分類する。
例)①指導医の指導・監視のもとに実施すべきもの
②指導医の指導・監視のもとに実施が望ましもの
③原則として指導医の実施の介助または見学に
とどめるもの

分類を踏まえた上で、医学部学
生が行うことができる医行為の
範囲を整理し明確化する。

臨床実習の実態調査
アンケート施行

アンケート結果分析

医行為の類型化

医学部学生が行うことができる
医行為の明確化

３月平成３０年２月

医学部学生が
行うことができる
医行為の検討


